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況が続くと予想されます。しかしながら、このような環境にあっても、当行では、一層の経営合理化を進

め、｢業務改革｣の徹底した遂行と｢グループ経営改革｣の推進、より付加価値の高い金融サービスの提供を

通じて、更なる収益力の強化を図るとともに、不良債権の最終処理の推進と保有株式の圧縮等を通じた磐

石な財務基盤の構築に向けて、一層の努力を重ねてまいる所存であります。 

 

６．目標とする経営指標 

業務の再構築、リストラ推進等による収益力の強化により、平成１６年度の業務純益（一般貸倒引当金

繰入前）を１０,３００億円にする計画です。 

 
７．経営管理組織の整備等  

当行は、「経営の重要事項の決定機能および監督機能」と「業務執行機能」の分離を狙いとして執

行役員制度を導入し、取締役会の「株主利益の観点から業務執行を監督する機能」を一層強化すると

ともに、日常的な業務執行は執行役員が担当する体制を確立しています。 

また、取締役会の内部にリスク管理委員会、報酬委員会、人事委員会を設置し、社外取締役を含む

各委員が、リスク管理やコンプライアンスに関する事項、あるいは取締役・執行役員の報酬や人事に

関する事項について、客観的な立場で審議しております。 

さらに、取締役会長と頭取の諮問機関として「アドバイザリーボード」を設置し、一流企業の経営

者や有力経営コンサルタント等の社外の方から、経営全般に亘り幅広く大所高所からアドバイスをい

 

 

 

Ⅲ．経営成績および財政状態 

 

１． 当中間連結会計期間の概況  

 

（１）損益 

当中間連結会計期間は、業務改革等を通じて収益力の強化を図るとともに、引続き経営全般の合理化推

進により経費削減に努めました。 

経常収益・経常費用につきましては、内外の金利低下等による資金運用収益･資金調達費用の減少、株式

市場の低迷に伴う株式等関係損益の悪化、不良債権処理の推進などを要因とし、経常収益が前中間連結会

計期間対比２．２％減の１兆７,６２５億円、経常費用は同４．４％減の１兆６,１２６億円となりました。 

その結果、経常利益は１,４９８億円（前中間連結会計期間対比＋３０．９％）、特別損益等を勘案した

中間純利益は５５１億円（同＋６１.３％）となりました。 

 

（２）業容 

預金は前連結会計年度末対比３兆５,４７６億円減少して６１兆４,３８３億円となり、譲渡性預金は 

同１兆８,１５５億円減少して４兆８,４６５億円となりました。 

 一方、貸出金は、同１兆９２３億円減少し、６２兆５,５３２億円となりました。 

総資産は、同３兆６,０８０億円減少し、１０４兆３,９６９億円となりました。 

 

（３）純資産 

純資産額は、その他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度末対比２,２２６億円減少して

２兆６,９００億円となりました。 
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（４）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等の「営業活動

によるキャッシュ・フロー」が＋２兆５,６２４億円、有価証券の取得・売却や動産不動産及びリース資産

の取得・売却等の「投資活動によるキャッシュ・フロー」が△２兆７,３４９億円、劣後調達等の「財務活

動によるキャッシュ・フロー」が△２，２２５億円となりました。 

その結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は１兆７,３１４億円となりました。 

 

（５）セグメント 

 事業の種類別では、銀行業、リース業、その他事業の内部取引消去前の経常収益シェアが、各々７１（前

中間連結会計期間対比＋１）％、１６（同＋２）％、１３（同△３）％となりました。 

また、所在地別の内部取引消去前の経常収益シェアは、日本が８４（前中間連結会計期間対比＋１２）％、

米州が６（同△６）％、欧州、アジア･オセアニアは、各々５（同△３）％、５（同△３）％となりました。 

 

（６）自己資本比率（国際統一基準）（速報値） 

 連結自己資本比率が１０．３７％、単体自己資本比率が１１．５２％となりました。 

（注）１２月に設立される親会社「株式会社三井住友フィナンシャルグループ」への中間配当予定額の上限額

１,２４０億円をＴｉｅｒⅠから控除して算出しております。なお、中間配当予定額を控除しなかった場合の連

結自己資本比率は１０.５８％、単体自己資本比率は１１.７３％であります。 

 

 

２． 平成１５年３月期の見通し（株式会社三井住友フィナンシャルグループ） 

 

（１）業績全般に関する見通し 

業績予想につきましては、「株式会社三井住友フィナンシャルグループの平成１５年３月期業績予想に

ついて」をご参照ください。 

 

（２）利益配分に関する見通し 

 期末配当につきましては、平成１３年度と同等の水準として、普通株式は１株当たり４,０００円（株式

移転前の普通株式１株当たり４円配当に相当）並びに第一種優先株式、第二種優先株式及び第三種優先株

式は、それぞれ１株当たり所定の１０,５００円 （株式移転前の第１回第一種優先株式１株当たり１０円

５０銭配当に相当）、２８,５００円（同第２回第一種優先株式１株当たり２８円５０銭配当に相当）及び

１３,７００円（同第五種優先株式１株当たり１３円７０銭配当に相当）を予想しております。 


